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農林水産省は、平成 23 年３月に施行された「６
次産業化・地産地消法」により、雇用と所得を確
保し、若者や子供も集落に定住できる社会を構築
するため、農林漁業生産と加工・販売の一体化や、
地域資源を活用した新たな農業の創出を促進する
など、農山漁村の６次産業化を推進している。

このたび６次産業化計画が認定されたのは 164 件
（うち酪農関係４件）であるが、初年度（平成 23 年
度）からの累計認定件数は 1,478 件（同 53 件）となっ
た。６次産業化計画が認定されると、加工・販売施設
の整備に対する補助、６次産業化プランナーやボラン

タリープランナー（先駆的な６次産業化実践者）のア
ドバイスなどの支援が受けられる。

トピックス…③                                    
平成25年度第１回目の
農山漁村６次産業化計画が認定される
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　農林水産省は５月、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促
進に関する法律（６次産業化・地産地消法）」にもとづき、平成 25 年度第１回目の総合化事業計画（６次産業
化計画）164 件を認定した。

６次産業化計画が認定を受けるには、次の（１）か
ら（４）の要件をすべて満たす必要がある。
（１）事業主体は、農林漁業者（個人、法人）ある

いは農林漁業者の組織する団体（農協、集落営農組織
等）であること。ただし、事業主体の取組を支援する
者を促進事業者（機械メーカー、食品メーカー小売業
者、ＩＴ企業等）として計画に位置づけることができ
る。
（２）事業内容として、次のいずれかを行うこと。

①自らの生産等に係る農林水産物等をその不可欠な原
材料として用いて行う新商品の開発、生産または需要
の開拓（認定を受けようとする農林漁業者等がこれま
でに行ったことのない新商品の開発生産）。②自らの

生産等に係る農林水産物等について行う新たな販売方
式の導入または販売方式の改善（認定を受けようとす
る農林漁業者等がこれまでに用いたことのない新たな
販売方式の導入）。③上記の①または②に掲げる取組
を行うために必要な生産等の方式の改善。
（３）経営の改善として、次の２つの指標のすべて

が満たされること。①農林水産物等および新商品の売
上高が５年間で５％以上増加すること。②農林漁業お
よび関連事業の所得が、事業開始時から終了時までに
向上し、終了年度は黒字となること。
（４）計画期間は５年以内（３～５年が望ましい）

であること。

66%

23%

6%

3% 2%


